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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第67期

第２四半期
連結累計期間

第68期
第２四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 12,124,711 15,336,309 30,446,014

経常利益 (千円) 135,498 339,403 713,230

四半期(当期)純利益 (千円) 65,555 189,858 376,837

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 100,785 193,029 399,523

純資産額 (千円) 6,909,707 7,317,850 7,190,223

総資産額 (千円) 16,391,413 18,260,915 20,350,146

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 10.35 29.99 59.49

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.2 40.1 35.3

営業活動によるキャッシュ・フロー　 
（千円）

1,379,517 △401,546 1,004,729

投資活動によるキャッシュ・フロー　 
（千円）

△10,400 △15,845 △180,482

財務活動によるキャッシュ・フロー　 
（千円）

398,973 △135,343 332,364

現金及び現金同等物の四半期末（期末） 
　残高（千円）

3,222,585 2,057,115 2,616,206
 

 

回次
第67期

第２四半期
連結会計期間

第68期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 14.29 23.89
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の

内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

当社は、平成26年４月１日付で、当社の連結子会社でありましたエラン株式会社を吸収合併しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）におけるわが国経済は、政府の経済

政策の効果で公共投資の増加や企業収益の改善が見られ、景気は緩やかながら回復に向かっておりますが、消費増

税前の駆け込み需要の反動による個人消費の大幅減速があり、悪天候や円安による輸入原材料の高騰の影響を受け

景気回復の動きは鈍く弱含みの展開となりました。

当社グループの既存事業領域である石油化学、鉄鋼、機械製造業界等においては、設備の統合や海外生産の増加

により新規投資先は海外へ向いているものの、企業収益の改善により国内での設備更新投資には回復の動きが見ら

れております。

このような状況下、当社グループにおきましては、経営基本方針として「経営資源の有効活用による新たな成長

への挑戦」を継続し、産業構造の変化に対応した強固な経営基盤作りを推し進めました。顧客密着営業の強化を引

き続き重点営業戦略とし、工場設備の自動化、ネットワーク化関連システムの販売強化、新エネルギー市場への深

耕、オイル清浄度管理他設備保全機器の拡販、災害対策・省エネ・環境に対応した新たな産業機械商材の発掘に注

力いたしました。

その結果、プラント・エンジニアリング、石油化学、機械製造業界等での設備更新投資が堅調に推移した他、舶

用機器製造業界向け需要の回復も見られ、当社グループの主力商品である工業用計測制御機器の売上が増加いたし

ました。また、政府補正予算による官公庁向け災害対策用特殊車両や産業車両、及び引き続き導入が活発なメガ

ソーラー関連付帯機器の販売が好調で、民間向け産業プラントの大口受注もあって産業機械の売上が大きく伸長い

たしました。当第２四半期連結累計期間の売上高は153億36百万円（前年同四半期比26.5％増）、売上総利益22億

96百万円（前年同四半期比23.2％増）、営業利益３億32百万円（前年同四半期比203.4％増）、経常利益３億39百

万円（前年同四半期比150.5％増）、四半期純利益１億89百万円（前年同四半期比189.6％増）となり、前年同四半

期比大幅な増収増益を達成いたしました。

 
(2) 財政状態の分析

　　①資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ20億89百万円減少し182億60百万円と

なりました。これは受取手形及び売掛金が前連結会計年度末に比べ17億99百万円減少したことが主な要因でありま

す。

一方負債の部では、前連結会計年度末に比べ22億16百万円減少し109億43百万円となりました。これは支払手形

及び買掛金が19億８百万円、未払法人税等が１億80百万円それぞれ減少したことが主な要因であります。

純資産は剰余金の配当による減少が63百万円、その他有価証券評価差額金の増加が10百万円、四半期純利益が１

億89百万円であること等により、前連結会計年度末に比べ１億27百万円増加し73億17百万円となりました。その結

果、自己資本比率は40.1%となりました。
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   ②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は20億57百万円となり、前連結

会計年度末に比べ５億59百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の減少は、４億１百万円となりました（前年同四半期連

結累計期間は13億79百万円の増加）。これは、売上債権の減少額17億95百万円に対し、仕入債務の減少額が19億３

百万円であったこと、法人税等の支払額が２億78百万円であったこと等が主な要因であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、15百万円となりました（前年同四半期連結累

計期間は10百万円の減少）。これは主に、有形固定資産の取得による支出が12百万円あったことによるものであり

ます。

これにより、営業活動によるキャッシュ・フローと、投資活動によるキャッシュ・フローをあわせたフリー・

キャッシュ・フローは、４億17百万円のマイナスとなりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、１億35百万円となりました（前年同四半期連

結累計期間は３億98百万円の増加）。これは、長期借入れによる収入が１億円、長期借入金の返済による支出が１

億70百万円、配当金の支払額が63百万円であったことが主な要因であります。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,710,800

計 20,710,800
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,470,000 6,470,000
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は
100株であります。

計 6,470,000 6,470,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年９月30日 ─ 6,470,000 ─ 1,533,400 ─ 1,565,390
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(6) 【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

阿　部　健　治 大阪府堺市堺区 416 6.43

阿　部　和　男 大阪市住吉区 257 3.98

東京計器株式会社 東京都大田区南蒲田２丁目１６－４６ 246 3.82

二　反　田　静　太　郎 兵庫県西宮市 225 3.48

松　村　展　行 東京都世田谷区 212 3.28

長野計器株式会社 東京都大田区東馬込１丁目３０－４ 206 3.19

阿　部　英　男 横浜市中区 175 2.71

英和社員持株会 大阪市西区北堀江４丁目１－７ 171 2.65

株式会社百十四銀行 高松市亀井町５－１ 165 2.55

三　輪　俊　一 名古屋市千種区 149 2.32

計 ― 2,226 34.41
 

(注) １　所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

２　上記のほか、自己株式が140千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合の2.17％）あります。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 140,600
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,322,300
 

63,223 ―

単元未満株式 普通株式 7,100
 

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 6,470,000 ― ―

総株主の議決権 ― 63,223 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式72株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在
所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

(自己保有株式)
英和株式会社

大阪市西区北堀江
四丁目１番７号

140,600 ― 140,600 2.17

計 ― 140,600 ― 140,600 2.17
 

 

２ 【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,716,206 2,157,115

  受取手形及び売掛金 ※1  13,802,026 ※1  12,002,336

  たな卸資産 ※2  435,110 ※2  705,503

  その他 300,934 231,926

  貸倒引当金 △5,286 △1,233

  流動資産合計 17,248,990 15,095,648

 固定資産   

  有形固定資産 1,503,501 1,498,355

  無形固定資産 216,317 196,229

  投資その他の資産   

   その他 1,428,333 1,517,676

   貸倒引当金 △46,997 △46,994

   投資その他の資産合計 1,381,336 1,470,682

  固定資産合計 3,101,156 3,165,266

 資産合計 20,350,146 18,260,915

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 10,426,498 8,518,294

  1年内返済予定の長期借入金 190,000 179,402

  未払法人税等 291,572 110,575

  賞与引当金 381,332 254,015

  役員賞与引当金 16,300 8,500

  その他 278,969 327,212

  流動負債合計 11,584,672 9,397,999

 固定負債   

  長期借入金 1,027,051 970,000

  引当金 161,288 167,593

  退職給付に係る負債 299,507 330,850

  その他 87,404 76,621

  固定負債合計 1,575,250 1,545,065

 負債合計 13,159,923 10,943,064

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,533,400 1,533,400

  資本剰余金 1,567,550 1,567,550

  利益剰余金 4,035,941 4,162,457

  自己株式 △48,626 △50,686

  株主資本合計 7,088,265 7,212,721

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 81,996 92,842

  為替換算調整勘定 6,512 △2,169

  退職給付に係る調整累計額 13,448 14,456

  その他の包括利益累計額合計 101,958 105,129

 純資産合計 7,190,223 7,317,850

負債純資産合計 20,350,146 18,260,915
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 12,124,711 15,336,309

売上原価 10,260,729 13,040,027

売上総利益 1,863,981 2,296,282

販売費及び一般管理費 ※１  1,754,507 ※1  1,964,083

営業利益 109,474 332,198

営業外収益   

 受取利息 1,223 1,441

 受取配当金 3,911 4,555

 仕入割引 6,634 9,923

 為替差益 2,999 -

 その他 25,621 9,538

 営業外収益合計 40,390 25,457

営業外費用   

 支払利息 4,005 7,105

 支払保証料 7,843 6,507

 為替差損 - 1,902

 その他 2,516 2,737

 営業外費用合計 14,365 18,253

経常利益 135,498 339,403

特別利益   

 有形固定資産売却益 575 -

 特別利益合計 575 -

特別損失   

 有形固定資産除却損 685 -

 投資有価証券評価損 1,400 -

 特別損失合計 2,085 -

税金等調整前四半期純利益 133,988 339,403

法人税、住民税及び事業税 34,924 97,869

法人税等調整額 33,507 51,675

法人税等合計 68,432 149,545

少数株主損益調整前四半期純利益 65,555 189,858

四半期純利益 65,555 189,858
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 65,555 189,858

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 24,832 10,846

 為替換算調整勘定 10,397 △8,682

 退職給付に係る調整額 - 1,007

 その他の包括利益合計 35,229 3,171

四半期包括利益 100,785 193,029

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 100,785 193,029

 少数株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 133,988 339,403

 減価償却費 37,059 39,335

 のれん償却額 - 17,213

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △16,104 △4,056

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 24,284 -

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 32,906

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,194 6,305

 受取利息及び受取配当金 △5,134 △5,996

 支払利息 4,005 7,105

 有形固定資産売却損益（△は益） △575 -

 有形固定資産除却損 685 -

 投資有価証券評価損益（△は益） 1,400 -

 売上債権の増減額（△は増加） 2,986,201 1,795,079

 たな卸資産の増減額（△は増加） △88,019 △270,659

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △57,745 5,825

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,491,828 △1,903,528

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △92,260 △171,413

 その他 △24,676 △10,067

 小計 1,417,476 △122,547

 利息及び配当金の受取額 5,062 6,083

 利息の支払額 △5,215 △6,987

 法人税等の支払額 △37,805 △278,094

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,379,517 △401,546

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △7,901 △12,511

 有形固定資産の売却による収入 2,000 -

 無形固定資産の取得による支出 △2,868 △568

 投資有価証券の取得による支出 △684 △1,525

 その他 △945 △1,240

 投資活動によるキャッシュ・フロー △10,400 △15,845

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △50,000 -

 長期借入れによる収入 650,000 100,000

 長期借入金の返済による支出 △150,000 △170,000

 自己株式の取得による支出 △24 △2,059

 配当金の支払額 △51,002 △63,283

 財務活動によるキャッシュ・フロー 398,973 △135,343

現金及び現金同等物に係る換算差額 8,411 △6,354

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,776,503 △559,090

現金及び現金同等物の期首残高 1,446,082 2,616,206

現金及び現金同等物の四半期末残高 *1  3,222,585 *1  2,057,115
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　   該当事項はありません。

 

　　（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　　（連結の範囲の重要な変更）
　当社の連結子会社であったエラン株式会社は、平成26年４月１日付で、当社を存続会社とする吸収合併により消
滅したため、第１四半期連結会計期間より、連結の範囲から除外しております。

 

 

　　（会計方針の変更等）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　　（会計方針の変更）
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付
適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて
第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方
法をポイント基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間
について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込
期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法に変更しております。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っております。
この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債及び利益剰余金、並びに、当第２四半期連結累

計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 64,508千円 1,093千円
 

 

※２ たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

商品及び製品 367,368千円 625,671千円

仕掛品 14,087 〃 22,816 〃

原材料 53,654 〃 57,015 〃
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

給料手当及び賞与 758,079千円 817,656千円

賞与引当金繰入額 183,824 〃 246,430 〃

役員賞与引当金繰入額 6,268 〃 8,500 〃

賃借料 173,372 〃 179,996 〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金 3,222,585千円 2,157,115千円

預入期間が３か月を超える定期預金 ―千円 △100,000千円

現金及び現金同等物 3,222,585千円 2,057,115千円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 50,674 8.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年11月７日
取締役会

普通株式 利益剰余金 31,671 5.00 平成25年９月30日 平成25年12月４日
 

 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 63,342 10.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年11月７日
取締役会

普通株式 利益剰余金 31,646 5.00 平成26年９月30日 平成26年12月３日
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、工業用計測制御機器、環境計測・分析機器、測定・検査機器、産業機械等をユーザーへ販売

（一部製造販売）することを事業としております。取扱商品の内容、販売市場、販売方法、サービスの提供方法が

類似している事等から判断して、当社グループの事業区分としては単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間

　　(自　平成25年４月１日
 　　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
　　(自　平成26年４月１日
 　　至　平成26年９月30日)

1株当たり四半期純利益金額 10円35銭 29円99銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 65,555 189,858

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額（千
円）

65,555 189,858

普通株式の期中平均株式数(株) 6,334,266 6,329,705
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第68期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当について、平成26年11月７日開催の取締役会に

おいて、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

①中間配当の総額　　　　　　　　　　　　　 31,646千円

②１株当たりの中間配当額　　　　　　　　　　 ５円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成26年12月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成26年11月７日

英和株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社員
 
公認会計士　　　芝 池 　勉　  　　　　　印

 

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社員
 
公認会計士　　　矢 倉 幸 裕　　　　　　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている英和株式会社の

平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成26

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、英和株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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